（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：保健体育費　目：学校健康教育費
	事業名　学校保健総合支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　教育委員会　体育健康課　学校保健係　電話番号：058-272-1111（内3593）
　　　　　　　　　　　　　E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp
　　　　　　　

１　事業費　　        　　　　1,590千円（前年度予算額：1,590千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,590
	1,590
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,590
	1,590
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	1,590
	1,590
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・児童生徒の健康問題への対応は、ますます複雑化、深刻化している。また
２人に１人が罹患するという「がん」については、小学校からの教育の必要性が問われている。

・児童生徒に対する保健指導は、よりきめ細やかな内容・方法が求められており、県全体として保健課題を解決するためには、地域の実情に応じた対応を行わなければならない。

・そのためには、各地域や学校が主体的に取り組む体制づくりが必要である。
（２）事業内容

[学校保健総合支援]

・専門医等で構成する協議会を開催し、児童生徒の実態や各地域の取組状　況を把握するとともに、課題を明らかにし、今後の取組に生かす。
・地域等に応じた健康課題の解決のために、大学教授や専門医等地域の専門　家を講師として派遣し、地域等における健康課題の解決に向けた助言・支援・指導等を行う。
[がん教育]

・がんについての正しい知識を習得するために、専門医等を講師とした研修会を開催する。

　・中学校、高等学校をモデル校に指定し、外部講師を活用した保健の授業の在り方を研究する。
　[薬物乱用防止教育推進事業]

・薬物乱用防止教室推進のために、大学教授や研究所所長等薬物乱用防止の専門家を講師に招き、各学校の薬物乱用防止教室の指導者を対象に講習会等を開催する。

（３）県負担・補助率の考え方

・県１０/１０　国からの委託事業
（４）類似事業の有無
　　・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	935
	専門医等派遣にかかる講師謝金、連絡協議会委員謝金
薬物乱用防止教室講習会にかかる講師謝金

	旅費
	    549
	専門医等派遣にかかる講師旅費、連絡協議会委員旅費
薬物乱用防止教室講習会にかかる講師等旅費

国主催の研究協議会、指導者研修会等の参加業務にかかる旅費

	需用費
	     50
	事務用品等購入費、会議用お茶代

	役務費
	      14
	郵便料

	使用料・賃借料
	     42
	会場借り上げ料

	合計
	1,590
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・第３次岐阜県教育ビジョン

基本方針３　未来を切り拓くための基礎となる力を育む教育の推進
目標17　健康教育・食育の推進
（２）経緯
　    平成２７年度から、学校保健課題解決支援事業（Ｈ２４～）と性に関する指導普及推進事業（Ｈ１９～）が統合され、新規事業として実施。平成２８年度から、事業の１つに薬物乱用防止教室講習会が加わり、平成３０年度から、がん教育総合支援事業が加わった。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　各地域における学校・家庭・地域の医療機関等で組織する「学校保健支援チーム」等に、地域の専門家を派遣して、課題解決に向けた体制づくりや取組の推進を支援する。

関係者による「協議会」を立ち上げ、がん教育の進め方等を検討し、指定校での実践を踏まえ、県内にモデルを示す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	協議会の開催回数


	（H  ）
	1回
（H27）
	1回
（H28）
	2回

（H29）
	2回

（H35）
	100％


	がん教育に関する講習会の開催回数
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	1回

（H29）
	6回

（H35）
	17％

	薬物乱用防止教室講習会
	（H　）
	1回
（H27）
	5回

（H28）
	1回

（H29）
	2回

（H35）
	50％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

【協議会の開催】　第２回（８月、２月）　参加者各１８人

　・県内の学校保健に対する課題の把握、課題解決に向けた計画の検討

【学校保健支援チームに対する支援】

　・要請があった８地域に、講演会等の講師派遣を行う。
【薬物乱用防止教室講習会】

　・各学校の薬物乱用防止教室の指導者を対象に、講習会を開催する。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　子どもの現代的な健康問題の解決を図るために、地域社会全体で子どもの健康づくりに取り組むことができるよう、学校や家庭を中心に、地域の関係機関との連携による組織体制を構築、または、強化することができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	　多様かつ複雑で、常に新たな課題が生じる子どもの健康問題の解決を図るためには、学校と家庭、地域の関係機関の連携が必要不可欠であるとともに、地域の団体等から専門家による講演や研修のニーズがある。
　がん教育については、がん対策推進基本計画や新学習指導要領の中に児童生徒に対するがん教育を推進することが明示された。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	専門医等の講師に、事業実施地域の学校保健課題について解決の具体的方途を教授され、学校現場等における管理、指導に生かすことができている。また、事業実施地域の学校保健関係者が問題を共有することで、課題解決に向けた機運を高めている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　岐阜県医師会、岐阜県歯科医師会、岐阜県学校薬剤師会等と連携を図り、事業実施地域の学校保健に関する講演会や研修会に、課題解決に適した専門医等の講師（可能な限り地域在住の方）を派遣するとともに、事後も指導・助言していただける関係ができるように支援している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　身体の問題だけでなくＬＧＢＴや発達障がい等、心の問題も加わる様々な健康課題の解決に向けた研修会の要望もあり、本事業の効果的な活用を図る。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

来年度も国で予算化されれば、事業を継続する。年度当初に学校保健関係者が集まる場で事業の概要等について周知を図り、地域における学校保健課題の解決に向けて、有効活用できるようにする。


